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地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率※１は、受信機普及台数の伸長を反映し、昨年９月に実施し

た前回調査※２ から増加して約９５％となった。 

  ※1 チューナー内蔵テレビ、チューナー内蔵録画機、外付けチューナー、チューナー内蔵パソコン、ケーブルテレビ用セットトップボックスのいずれかを保有している世帯の割合。  

  ※2 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月） 

※3 統計データであるため、ある程度の誤差は想定される。その目安は±１％程度。 

※4 “デジタル放送推進のための行動計画”（2003年4月より策定） 

※5 2011年1月末、社団法人電子情報技術産業協会、社団法人日本ケーブルラボ調べ。  2 

１－１ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －概要－ 

アナログ 
放送停波 

04 05 06 07 08 09 10 11 暦年 

普
及
台
数
（千
万
台
） 

０ 

２ 
４ 

６ 

８ 

2003 

１ 

３ 

５ 

７ 

９ 

1億台 
（2011年7月） 

（参考）普及台数の目標と実績 

普及実績(11年1月) 

1億537万台※5 

【普及世帯数の目標と実績】 

普及目標(11年1月) 
8,820万台 

１０ 

１１ 

アナログ 
放送停波 

普
及
世
帯
数
（千
万
世
帯
） 

０ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

2003 04 

100% 
（2011年4月） 

05 06 07 08 09 10 11 暦年 

調査結果(10年9月) 

90.3％ 

調査結果（１０年１２月） 

９４．９％※3 

普及目標(10年9月) 

91%※4 

普及目標(10年12月) 

96%※4 



5.9 

9.4 

1.6 

8.9 

9.6 

19.2 

29.6 

33.8 

33.1 

48.3 

6.2 

8.6 

1.5 

8.5 

9.7 

26.7 

28.9 

30.0 

30.1 

55.0 

0 20 40 60

１－２ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －受信機の種別、購入動機－ 

地上デジタルテレビ放送対応受信機の保有状況（複数回答） （全員）※２ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の購入動機（複数回答） 
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（「いずれか保有」 
  との回答者） 
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ハイビジョン放送などを見たかったから 

データ放送を見たかったから 

薄型テレビが欲しかったから 

故障などに伴うテレビの買い換え時期だったから 

アナログテレビでも地上デジタル放送を見たかったから
（外付け機器やCATVを利用する場合） 

現在の地上アナログ放送が終わることを見越して 

その他 

クイズ番組などの視聴者参加型サービスを利用した
かったから 

チューナー内蔵パソコンもしくは
パソコン用の外付けチューナー 

今回調査 

前回調査※１ 

エコポイントを利用したかったから 

地上デジタル放送対応テレビの世帯普及率は９１．１％となり、前回調査※1（８４．８％）から６．３ポイント増加し

た。また、購入動機としては、地上アナログ放送の終了を見越して受信機を購入した世帯が前回調査※1（４８．

３％）から６．７ポイント増加した。さらに、昨年１１月末のエコポイント制度の見直しを反映し、エコポイントを利用

するため受信機を購入した世帯は、前回調査※1（１９．２％）より７．５ポイント増加した。 

無回答 

  ※１ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月） 

※２ （）内は各調査項目の回答者、以下同様 
 

次のいずれかの受信機を保有 

地上デジタル放送対応テレビ 

地上デジタル放送対応録画機 

外付けの地上デジタル放送
チューナー 

セットトップボックス（CATV） 22.1 
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１－３ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －都道府県別・地方ブロック別の状況－ 

4 
（注） 統計データであるため、ある程度の誤差は想定される。その目安は以下の通り。  
    ・都道府県別：サンプル数に応じて±２～４%前後、ブロック別：サンプル数に応じて±１～３%前後 

都道府県別の地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率は、概ね増加した。また、世帯普及率の最も

高い県と最も低い県の差は８．９ポイントとなり、前回調査※より７．３ポイント減少した。 

  ※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月） 
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神奈川県 543 94.7  奈良県 206 95.6  大分県 204 97.1  
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5 
（注） 統計データであるため、ある程度の誤差は想定される。その目安はサンプル数に応じて±２～４％前後。 

（参考１） 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －都道府県別の状況－ （今回調査） 
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6 
（注） 統計データであるため、ある程度の誤差は想定される。その目安はサンプル数に応じて±２～５％前後。 

（参考２） 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －都道府県別の状況－ （前回調査※） 

  ※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月） 
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１－４ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －対応受信機を保有していない理由－ 

7 

地上デジタルテレビ放送対応受信機を保有していない理由（複数回答） 

経済的に地上デジタル放送に対応する余裕がない 

地上アナログ放送が視聴できなくなるまで時間的余裕がある 

テレビをあまり見ていない 

携帯電話（ワンセグ）などで見られれば十分 

インターネットがあれば十分 

居住地域で地上デジタル放送がまだ開始されていない 

アンテナや分配器などが地上デジタル放送に対応してない 

集合住宅の共同受信施設が地上デジタル放送に対応していない 

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策や、山間部などの難視聴解消対策 

としての共同受信施設が地上デジタル放送に対応していない 

地上デジタル放送を見るために何をしたらよいかわからない 

その他 

無回答 

（地上デジタル放送対応受信機を保有していないとの回答者） 
（%） 

地上デジタルテレビ放送対応受信機を保有していない理由としては、地上アナログ放送の停波まで時間的余裕

がある（約６割）、経済的に余裕がない（約３割）との回答が多くあげられた。 

衛星放送（BSやCS）を主に視聴している 
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世帯構成年齢別の地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 

（%） 

世帯年収別の地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 

（%） 

8 （注） 統計データであるため、ある程度の誤差は想定される。その目安はサンプル数に応じて±１～２％前後。 

  前回調査※の結果           前回調査※からの増分 

１－５ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －世帯年収別、世帯構成年齢別の状況－  

年収が200万円未満の世帯において世帯普及率が特に上昇し、８７．７％となった。その結果、全世帯の普及率

との差は、前回調査※ （１０．０ポイント）から２．８ポイント減少し、７．２ポイントとなった。また、高齢者（６５歳以

上）のみで構成される世帯における世帯普及率は９５．９％であり、前回調査※と同様、全世帯の普及率と同程

度であった。 

  ※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月） 
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1000万円以上 

(N=1385) 

全体 
(N=13109) 

高齢者（65歳以上） 
のみで構成される世帯 
(N=1770) 

上記以外の世帯 
(N=11339) 

  前回調査※の結果           前回調査※からの増分 
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（全員） 地上デジタルテレビ放送の受信状況 

地上デジタルテレビ放送対応受信機を保有し地上デジタルテレビ放送を視聴できる世帯の割合は、９０．３～ 

９２．１％の間と想定される。一方、地上デジタルテレビ放送対応受信機を保有しているが地上デジタルテレビ放

送を視聴できないとしている世帯の割合は前回調査※（４．３％）から１．６ポイント減少し、２．７％となった。 

地上デジタル放送対応受信機を保有しており、地上デジタル放送を 

視聴可能な世帯 

地上デジタル放送対応受信機を保有しているが、地上デジタル放送を 

視聴できるか無回答の世帯 

地上デジタル放送対応受信機を保有しているが、アンテナが未対応、 

共聴施設が未改修等の理由から地上デジタル放送を視聴できない世帯 

地上デジタル放送対応受信機を保有していない世帯 

9 

２－１ 地上デジタルテレビ放送の受信・視聴状況 －概要－ 

  ※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月） 
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1.0 4.3 

5.1 



6.7 

18.7 

15.5 

47.6 

49.5 

0 20 40 60
12.2 

13.8 

5.4 

7.5 

7.7 

10.8 

11.6 

11.8 

13.5 

40.7 

0 20 40 60

82.2  

90.3  

94.9  

2.4  5.8  

2.7  1.8  

5.1  

0 20 40 60 80 100

２－２ 地上デジタルテレビ放送の受信・視聴状況 －視聴できない理由、視聴可能だが視聴していない理由－ 
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地上デジタルテレビ放送を視聴できる環境にあるが、
視聴していない理由（複数回答） 

（%） 

（全員） 

地上デジタルテレビ放送対応の受信機を保有しているが
視聴できない理由（複数回答） 

ケーブルテレビ局の地上デジタル放送の契約料金が高い 

地上デジタル放送対応の外付け機器を接続している
が、普段はアナログテレビだけをつけて見ている 

地上アナログ放送の方が慣れているのでよい 

地上デジタル放送の魅力がわからない 

その他 

居住地域で地上デジタル放送がまだ開始されてない 

アンテナや分配器などが地上デジタル放送に対応してない 

初期スキャン等、受信機の初期設定を行っていない 

地上デジタル放送を見るために何をしたらよいかわからない 

地上デジタル放送対応受信機器の入力端子にアンテナ線をつ
ないでいない 

その他 

集合住宅の共同受信施設が地上デジタル放送に対応していない 

（%） 

（地上デジタル放送を「視聴可能」、かつ「視聴していない」との回答者） 

無回答 

（%） 

対応受信機の保有状況 

地上デジタルテレビ放送の視聴状況 

地上デジタル放送の視聴可否 

地上デジタル放送の実際の視聴状況 

保有している 保有していない 

視聴可能 視聴できない 無回答 

無回答 視聴している 視聴していない 

無回答 

「受信機を保有してい
ない理由」については
P7に記載 

（「地上デジタル放送対応受信機を保有」、 

かつ「視聴できない」との回答者） 

地上デジタルテレビ放送を視聴できない理由としては、アンテナや分配器が未対応（４０．７％）との回答が多くあ

げられた。また、実際に視聴している世帯の割合は８２．２％であった。 

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策や、山間部などの難視聴解
消対策としての共同受信施設が地上デジタル放送に対応していない 

「受信方法」「満足度」
等についてはP11に記
載 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月）  



49.6% 

23.9% 

14.2% 

3.0% 

0.8% 
8.5% 

満足 

やや満足 

普通 

やや不満 

不満 

無回答 

42.9% 

41.4% 

9.1% 

1.5% 
4.5% 

0.6% 

何もしなかった 

屋外アンテナを新設した 

既設アンテナの向きを調整した 

屋内アンテナを新設した 

わからない 

無回答 7.5 

2.3 

1.7 

1.8 

2.3 

15.1 

33.1 

41.3 

0 20 40 60

不満層 

３．８％ 

満足層 

７３．５％ 

２－３ 地上デジタルテレビ放送の受信・視聴状況 －受信方法、満足度－ 
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地上デジタルテレビ放送の満足度 

地上デジタルテレビ放送受信のためのアンテナ対応実施の有無 

（「戸建て用の屋外アンテナ」
または「屋内アンテナ」との回
答者） 

（%） 

地上デジタルテレビ放送の受信方法（複数回答） 

（地上デジタル放送を「視聴可能」との回答者） 

戸建て用の屋外アンテナ 

マンション等の集合住宅の共同アンテナ 

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策とし
ての共同受信施設 

ケーブルテレビ 

わからない 

屋内アンテナ 

山間部などの難視聴解消対策としての共同
受信施設 

戸建て用の屋外アンテナまたは屋内アンテナで地上デジタルテレビ放送を受信している世帯で、アンテナ対応を

実施しなかった世帯の割合は４２．９％である一方、屋外アンテナの新設やアンテナの向きの調整を実施した世

帯の割合は５０．５％であり、前回調査※と同様の結果となった。 

無回答 

（地上デジタル放送を「視聴可能」との回答者） 

満足な理由（複数回答） 不満な理由（複数回答） 

（「満足」又は「やや満足」との回答者） （「やや不満」または「不満」との回答者） 
（%） （%） 

50.5% 

0.2  

9.0  

15.0  

30.2  

45.1  

47.1  
95.8  

0 20 40 60 80 100

画質がきれい 

データ放送による多彩な情報 

番組予約が楽になった 

音質がよい 

マルチ編成により番組数が増えた 

視聴者参加番組に参加できる 

無回答 6.7  

11.0  

11.1  

11.5  

23.5  

28.3  

37.7  

38.5  

0 20 40 60 80 100

リモコン操作が煩雑 

視聴できるチャンネルの数が 

減った 

思ったほど画質がきれいではない 

チャンネルの数が増えていない 

ハイビジョン番組が少ない 

無回答 

思ったほど画質が良くない 

データ放送による情報が少ない 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月）  



ケーブルテレビ 

マンション等の集合住宅の 
共同アンテナ 

戸建て用のアンテナ 

ビル陰、高圧線付近などの 
受信障害対策としての 
共同受信施設 

山間部などの難視聴解消対策 
としての共同受信施設 

86.4  

85.2  

95.7  

97.0  

97.7  

11.8  

11.7  

2.4  

1.7  

0.9  

1.8  

3.1  

1.9  

1.3  

1.4  

0% 50% 100%

視聴できる 

視聴できない 

無回答 

ケーブルテレビ（N=3939） 

マンション等の集合住宅の 
共同アンテナ（N=1606） 

戸建て用のアンテナ（N=5977） 

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策 
としての共同受信施設（N=262） 

山間部などの難視聴解消対策としての 
共同受信施設（N=314） 92.7  

89.0  

95.8  

92.9  

98.1  

7.3  

11.0  

4.2  

7.1  

1.9  

0% 50% 100%

保有している 

保有していない 

ケーブルテレビ 

マンション等の集合住宅の 
共同アンテナ 

戸建て用のアンテナ 

ビル陰、高圧線付近などの 
受信障害対策としての 
共同受信施設 

山間部などの難視聴解消対策 
としての共同受信施設 

ケーブルテレビ（N=3869） 

マンション等の集合住宅の 
共同アンテナ（N=1590） 

戸建て用のアンテナ（N=6170） 

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策 
としての共同受信施設（N=280） 

山間部などの難視聴解消対策としての 
共同受信施設（N=291） 84.3  

81.6  

95.5  

94.9  

97.2  

13.6  

17.8  

3.5  

3.8  

2.2  

2.2  

0.6  

1.0  

1.4  

0.6  

0% 50% 100%

視聴できる 

視聴できない 

無回答 
89.0  

87.0  

92.6  

87.0  

96.0  

11.0  

13.0  

7.4  

13.0  

4.0  

0% 50% 100%

保有している 

保有していない 

２－４ 地上デジタルテレビ放送の受信・視聴状況 －受信方法別－ 
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受信方法別の地上デジタルテレビ放送の視聴可否 受信方法別の地上デジタルテレビ放送対応受信機の保有状況 

（「保有している」
との回答者） 

注 本項での受信方法とは地上アナログ放送又は地上デジタル放送の受信方法を示す。なお、両方が視聴可能な場合は地上デジタル放送の視聴方法で分類した。 

（%） （%） 

前
回
調
査※

 

今
回
調
査 

（%） 

受信方法にかかわらず、地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率は増加した。また、受信障害対策と

しての共同受信施設と難視聴解消対策としての共同受信施設においては、対応受信機を保有していても地上デ

ジタルテレビ放送を視聴できない世帯の割合が着実に減少した。 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月）  

（「保有している」
との回答者） 

（%） 



94.9  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

90.3  7.7  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受信機の保有状況と地上アナログテレビ放送停波までの対応予定 （全員） 

既に地上デジタルテレビ放送対応受信機を保有している世帯と、保有していないが地上アナログテレビ放送停

波までに対応を予定している世帯を合計すると、全体の９８．５％となった。 

地上デジタル放送対応受信機を保有している世帯 

対応予定がある世帯 

対応予定がわからない世帯 

対応予定がない世帯 

対応予定に無回答の世帯 

地上デジタル放送対応受信機を 

保有していない世帯 

13 

３－１ 今後のデジタル化の予定 －概要－ 

  ※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月） 

「対応予定時期の目安」、「エコポイントが対応のきっかけ
になるか」についてはP14に記載 

「対応予定がわからない理由」についてはP14に記載 

「対応予定がない理由」についてはP14に記載 

前
回
調
査※

 

今
回
調
査 

既に保有しているか、アナログ放送停波までに対応予定の世帯：98.5% 

0 20 40 60 80 100 

0 20 40 60 80 100 

（%） 

（%） 

94.9 3.6 

0.9 

0.4 

90.3 7.6 

1.3 

0.5 

0.3 

0.2 

既に保有しているか、アナログ放送停波までに対応予定の世帯： 97.9% 



22.5% 

18.4% 

3.5% 

55.6% 

これを機会にテレビは見

ない 

インターネットがあれば十

分 

携帯電話(ワンセグ)などで

見られれば十分 

その他 

46.3% 

33.2% 

5.2% 

13.7% 

1.6% 

経済的に地上デジタル放送

に対応する余裕がない 

地上アナログ放送が視聴で

きなくなるまで時間的余裕

がある 
地上デジタル放送を見るた

めに何をしたらよいかわか

らない 
その他 

無回答 

38.9% 

26.3% 

21.3% 

3.7% 

9.8% 
どちらでもない 

購入のきっかけにならない 

購入のきっかけになる 

エコポイントを知らない 

無回答 

12.6% 

87.4% 

３月までに購入する 

特に目途はないが、地上ア

ナログ放送終了までには

購入する 

３ー２ 今後のデジタル化の予定 －対応予定時期、対応予定がわからない理由、対応予定がない理由等－ 

 
対応予定がある世帯では、特に目途はないがアナログ放送終了までには対応との回答が約９割となった。対応

予定がわからない理由としては、経済的に余裕がない（４６．３％）、時間的余裕がある（３３．２％）との回答が多

く、前回と同様の傾向であった。対応予定がない理由としては、これを機会にテレビは見ない（２２．５％）との回答

が多くあげられた。 

対応予定がわからない理由 対応予定がない理由 対応予定時期の目安 

エコポイントが対応のきっかけとなるか 

14 

地上アナログテレビ放送停波までに対応予定がある 

との回答者（全体の３．６％） 
地上アナログテレビ放送停波までの対応予定が 

わからないとの回答者（全体の０．９％） 
地上アナログテレビ放送停波までの対応予定がない 

との回答者（全体の０．４％） 

  ※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月） 



2.4  

12.6  

9.9  

18.3  

1.2  

1.6  

4.1  

14.3  

35.7  

2.4  

1.1  

0.2  

14.1  

0.0  

0.9  

3.1  

12.8  

65.4  

0 20 40 60 80

３－３ 今後のデジタル化の対応 －対応受信機未保有世帯のテレビ－ 
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地上デジタルテレビ放送対応受信機未保有だが対応予定のある世帯では、地上デジタル放送対応テレビに買い

替える予定の割合は前回調査※（最も大きな画面のテレビ：６９．５％、それ以外のテレビ：４３．７％）より減少した。

一方、外付けの地上デジタル放送チューナーに買い換える予定の割合は前回調査※（最も大きな画面のテレビ：

７．９％、それ以外のテレビ：１３．７％）より増加した。 

（%） 

１台目のアナログテレビ 

２台目以降のアナログテレビ 
 （最大４台目までの延べ台数をカウント） 

※家庭内にあるテレビについて画面
サイズの大きい順に区別して調査 

（地上デジタル放送対応受信機を「１台も保有していない」が、地上アナログ放送停波までに「対応予定がある」との回答者） 

セットトップボックス(CATV）、もしくはインターネット 

接続サービスでの視聴用チューナー 

地上デジタルテレビ放送へ未対応のテレビに関する今後のデジタル化対応 

      地上デジタル放送対応テレビ 

   外付けの地上デジタル放送チューナー 

   地上デジタル放送対応録画機 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月）  

地上デジタル放送対応のパソコン 

対応予定はあるが、対応形態はわからない 

対応するかどうかわからない 

対応予定なし 

無回答 



1.5  

18.9  

16.4  

12.0  

1.3  

2.5  

3.1  

13.6  

30.9  

0 20 40 60 80

３－４ 今後のデジタル化の対応 －対応受信機保有世帯の未対応テレビ－  
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※家庭内にあるテレビについて、最大４台までの延べ台数をカウント 
 

地上デジタルテレビ放送対応受信機を既に保有している世帯においても、地上デジタル放送対応テレビに買い

替える予定の割合は前回調査※（４１．４％）より減少し、外付けの地上デジタル放送チューナーに買い換える予

定の割合は前回調査※（１０．４％）より増加した。 

（%） 

（地上デジタル放送対応受信機を「いずれか保有」しているとの回答者） 

地上デジタルテレビ放送へ未対応のテレビ※に関する今後のデジタル化対応 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月）  

セットトップボックス(CATV）、もしくはインターネット 

接続サービスでの視聴用チューナー 

      地上デジタル放送対応テレビ 

   外付けの地上デジタル放送チューナー 

   地上デジタル放送対応録画機 

地上デジタル放送対応のパソコン 

対応予定はあるが、対応形態はわからない 

対応するかどうかわからない 

対応予定なし 

無回答 



75.0% 

3.2% 

9.5% 

12.3% 

対応している 

対応していない 

わからない 

無回答 

98.0% 

2.0% 

対応している 

対応していない 

83.3% 

1.7% 

7.6% 
7.4% 

対応している 

対応していない 

わからない 

無回答 

22.3  

68.0  

17.0  

0.6  

0 20 40 60 80

60.5% 

32.2% 

7.3% 

知っている 

知らない 

無回答 

69.7% 

27.7% 

2.7% 

知っている 

知らない 

無回答 

４－１ 共同受信施設における対応状況 －集合住宅－ 
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共同受信施設の工事の進捗状況 共同受信施設の地上デジタルテレビ放送 

への対応状況 

（%） 

（%） 賃
貸
集
合
住
宅
に
お
住
ま
い
の
方 

分
譲
集
合
住
宅
に
お
住
ま
い
の
方 

 
 

地上デジタル放送を視聴するための方法につ
いて、説明会や回覧板等での情報周知があっ
た、又は、管理組合等で話し合い中である 

集合住宅の所有者等から、施設を
今後改修する旨の連絡があった 

視聴するための手続き等についての認知度 

Ｑ．一般的に、集合住宅で地上デジタル放送を視聴するためには、
必要に応じて、「共同受信施設」を改修することについて「管理組
合等で話し合い」を行い承認が得られたのちに「共同受信施設の
改修工事」が必要になる場合があることをご存じですか。 

Ｑ．一般的に、賃貸集合住宅（社宅・官公舎を含む）で地上デジ
タル放送を視聴するためには、必要に応じて、集合住宅の所
有者が「共同受信施設の改修工事」を進めていく必要がある
ことをご存じですか。 

(N
=
１
３
４
３

) 
(N

=
８
８
８

) 

（「対応していない」 
との回答者） 

共同受信施設の地上デジタルテレビ放送対応状況をご存じの世帯（分譲集合住宅：８５．０％、賃貸集合住宅：７

８．２％）のうち、対応済と回答した世帯の割合は分譲集合住宅では９８．０％、賃貸集合住宅では９５．９％だっ

た。 

既に改修工事が開始されている 

上記のいずれも開始されていない 

わからない 

無回答 

既に改修工事が開始されている 

上記のいずれも開始されていない 

わからない 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月）  

（「対応していない」 
との回答者） 

7.6  

7.1  

27.9  

36.8  

20.5  

0 20 40 60

85.0% 

95.9% 

4.1% 

対応している 

対応していない 

78.2% 



（現在の共同受信施設で 

地上デジタル放送を 

「視聴できない」との回答者） 

6.8  

2.9  

12.7  

4.3  

28.1  

40.4  

43.9  

0 20 40 60

53.1% 27.8% 

9.0% 

10.1% 

視聴できる 

視聴できない 

分からない 

無回答 

9.5  

15.7  

30.5  

53.3  

57.8  

0 20 40 60

55.3% 
35.3% 

9.4% 

知っている 

知らない 

無回答 

地上デジタル放送を視聴するための方法の情報周知があった 

施設管理者から「直接受信可能」との連絡があった 

「地上デジタル放送を視聴するための方法の情報周知」と 

   「改修工事」のいずれも開始されていない 

ケーブルテレビ等に加入予定である 

既に改修工事が開始されている 

施設管理者が誰であるか分からない 

わからない 

４－２ 共同受信施設における対応状況 －ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策－ 
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地上デジタルテレビ放送の特性や視聴するための方法についての認知度 

Ｑ１．地上デジタル放送は、地上アナログ放送に比べて受信障害に
強い方式を採用しているため、 受信障害が生じる地域が小さくな
り、戸建て用の屋外アンテナ等を設置するなどして、直接、 地上
デジタル放送を視聴できる可能性が高まることをご存じですか。  

Ｑ２．現在、地上アナログ放送用の共同受信施設を利用している方が、今後、
地上デジタル放送を視聴するための方法について、あなたがご存じのこと
を、次の中からいくつでもお知らせください。 （複数回答可） 

現在の共同受信施設での地上デジタルテレビ放送の視聴可否 視聴できないとの回答があった共同受信施設の対応状況（複数回答） 
（%） 

（%） 

地上アナログテレビ放送をビル陰、高圧線付近などの受信障害対策としての共同受信施設で視聴している方（N=３５９） 

（地上デジタル放送により受信障害がなくなる場合）
戸建て用の屋外アンテナ等を設置する 

（地上デジタル放送により受信障害がなくならない場合）
共同受信施設の改修工事をする 

（受信障害の有無によらず）ケーブルテレビ等へ加入する 

上記のいずれも知らない 

視聴できないとの回答があった共同受信施設に関して行われている対応状況について、地上デジタルテレビ放

送を視聴するための情報周知があったとの回答は４３．９％となり、前回調査※（３６．２％）から７．７ポイント増加

した。また、施設管理者から直接受信可能との連絡があったとの回答は４０．４％となり、前回調査※（３０．２％）

から１０．２ポイント増加した。 

無回答 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月）  

視聴できる 

視聴できない 



0.4% 

90.3% 

2.5% 

1.0% 
0.8% 5.0% 

～2010年 

2011年7月 

2011年7月以外 

2012年 

2013年以降 

無回答 

96.8% 

1.5% 1.7% 

知っている 

知らない 

無回答 

地上アナログテレビ放送停波についての認知度 地上アナログテレビ放送停波の時期（2011年7月） 
についての認知度 

（全員） 

５ 地上アナログテレビ放送停波に関する認知度 

地上アナログ放送停波の時期について、９２．８％の方が２０１１年であることを知っている。また、停波が同年７

月であることについては、９０．３％の方が知っており、年代及び性別にかかわらず同程度の認知度であった。 
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（全員） 

年代・性別の地上アナログテレビ放送停波に 

ついての認知度 

（全員） 年代・性別の地上アナログテレビ放送停波の時期 

（2011年7月）についての認知度 

（全員） 

（%） （%） 年代・性別のサンプル数 

  男性 女性 小計 

７０～７９歳 976 871 1847 

６０～６９歳 1485 1454 2939 

５０～５９歳 1155 1353 2508 

４０～４９歳 986 1191 2177 

３０～３９歳 852 1137 1989 

２０～２９歳 535 576 1111 

１５～１９歳 261 277 538 

合計 6250 6859 13109 

92.8% 

95.9  

96.6  

96.9  

97.5  

96.4  

96.2  

95.9  

94.5  

94.9  

98.1  

97.7  

97.2  

97.4  

96.2  

0 20 40 60 80 100

１５～１９歳 

２０～２９歳 

３０～３９歳 

４０～４９歳 

５０～５９歳 

６０～６９歳 

７０～７９歳 

男性 女性 

90.4  

90.4  

87.5  

91.5  

92.8  

91.0  

90.3  

84.5  

87.0  

88.7  

91.4  

91.5  

90.1  

89.5  

0 20 40 60 80 100

１５～１９歳 

２０～２９歳 

３０～３９歳 

４０～４９歳 

５０～５９歳 

６０～６９歳 

７０～７９歳 

男性 女性 



3.3  

41.4  

1.8  

12.3  

29.8  

43.8  

0 20 40 60

無回答 

上記のいずれも知らない 

総務省 総合通信局 

上記「総務省 テレビ受信者支援センター」 

が行う相談会・説明会、戸別訪問 

総務省 テレビ受信者支援センター 

（愛称”デジサポ”） 

総務省 地デジコールセンター 

98.1% 

0.7% 1.2% 

知っている 

知らない 

無回答 

６－１ 地上デジタルテレビ放送に関する認知度 －概要－ 

地上デジタルテレビ放送の認知度 （全員） 
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地上デジタルテレビ放送等についての認知経路 （複数回答） 

（%） 

（地上デジタル放送もしくは地上アナログ放送停波を「知っている」との回答者） 

年代及び性別にかかわらず、ほぼ全ての方が地上デジタルテレビ放送を知っている。 

年代・性別の地上デジタルテレビ放送の認知度 （全員） 

（%） 

地上デジタルテレビ放送に関する国の相談窓口等についての
認知度（複数回答） 

（%） （全員（地上デジタル放送非認知者を含む）） 

上記「総務省 テレビ受信者支援センター」が開催する
相談会・説明会、戸別訪問 

総務省 テレビ受信者支援センター（愛称“デジサポ”） 

98.3  

99.1  

98.8  

98.9  

98.5  

96.5  

95.6  

99.9  

98.8  

99.1  

99.5  

98.3  

98.1  

96.0  

0 20 40 60 80 100

１５～１９歳 

２０～２９歳 

３０～３９歳 

４０～４９歳 

５０～５９歳 

６０～６９歳 

７０～７９歳 

男性 女性 

1.0  
1.9  
2.5  

6.2  
6.8  
9.1  

12.2  
13.1  
13.6  
13.8  
14.4  

19.7  
20.7  

36.1  
49.1  97.4  

0 20 40 60 80 100

無回答 
その他 

イベント会場 
役所や自治体等での説明会 

総務省からの郵送案内 
インターネット(ホームページ) 

メーカー系列店（地元の電器屋さん） 
ラジオ 
雑誌 

市区町村の広報紙 
友人・知人 

家族 
ポスター・パンフレット 
家電量販店の店頭 

新聞 
テレビ 



1.9  

8.9  

6.8  

17.2  

27.0  

39.4  

50.3  

52.3  

79.4  

1.5  

1.9  

13.0  

22.9  

40.8  

55.0  

60.3  

71.7  

90.8  

1.9  

0.9  

16.3  

30.4  

50.6  

57.0  

67.3  

82.1  

93.7  

1.1  

0.5  

17.5  

34.1  

56.6  

63.0  

73.8  

86.7  

95.4  

2.1  

0.4  

24.2  

37.0  

56.7  

66.9  

72.5  

85.7  

93.8  

3.6  

0.5  

32.0  

36.7  

50.9  

67.6  

66.1  

84.2  

90.1  

5.5  

1.6  

33.1  

33.4  

45.1  

62.5  

58.6  

76.7  

85.5  

0 20 40 60 80 100

７０～７９歳 

６０～６９歳 

５０～５９歳 

４０～４９歳 

３０～３９歳 

２０～２９歳 

１５～１９歳 

６－２ 地上デジタルテレビ放送に関する認知度 －視聴するための作業や手続き－ 
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地上デジタルテレビ放送視聴のための作業・手続きの 

認知度（複数回答） 

（全員（地上デジタル放送非認知者を含む）） 

地上デジタル放送を視聴するためには、対応受信機を 
購入、もしくは、CATV等に加入する必要がある 

アンテナの新規購入、方向調整などが別途必要に 

なる場合がある 

アンテナ工事には、少なくとも約３万円程度の費用が 

必要となる 

テレビを廃棄する場合、法律により、廃棄料がかかる 

地上アナログ放送のみに対応した録画機では、地上アナログ 

放送終了後、録画機本体だけでは番組の録画ができなくなる 

地上デジタル放送対応の録画機・チューナー等を 

接続することでアナログテレビを引き続き使える 

（%） 

地上デジタルテレビ放送を視聴するための作業や手続きに関する認知度は、前回調査※に比較して、いずれも

着実に上昇している。 

上記のいずれも知らない 

無回答 

外付けチューナーは５千円以下で購入できる 

年代別の地上デジタルテレビ放送視聴のための作業・手続きの 

認知度（複数回答） 

（%） 

地上デジタル放送を視聴するためには、対応受信機を 
購入、もしくは、CATV等に加入する必要がある 

アンテナの新規購入、方向調整などが別途必要に 

なる場合がある 

アンテナ工事には、少なくとも約３万円程度の費用が 

必要となる 

テレビを廃棄する場合、法律により、廃棄料がかかる 

地上アナログ放送のみに対応した録画機では、地上アナログ 

放送終了後、録画機本体だけでは番組の録画ができなくなる 

地上デジタル放送対応の録画機・チューナー等を 

接続することでアナログテレビを引き続き使える 

上記のいずれも知らない 

無回答 

外付けチューナーは５千円以下で購入できる 

（全員（地上デジタル放送非認知者を含む）） 

3.2  

1.3  

21.8  

29.7  

44.8  

60.7  

64.1  

77.8  

90.3  

2.6  

1.1  

23.1  

32.9  

50.3  

62.1  

66.6  

81.2  

91.3  

0 20 40 60 80 100

今回調査 

前回調査※ 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月）  



0.4% 

60.1% 

0.5% 0.5% 

0.1% 

38.3% 

～2010年 

2011年7月 

2011年7月以外 

2012年 

2013年以降 

無回答 

62.8% 
28.9% 

8.3% 

知っている 

知らない 

無回答 

5.2% 

43.9% 

19.3% 

27.8% 

3.8% 

BSアナログ放送のみ視聴できる 

BSアナログ・デジタル放送両方視聴できる 

BSデジタル放送のみ視聴できる 

BSアナログ・デジタル放送ともに視聴不可 

無回答 

７－１ その他 －ＢＳアナログテレビ放送停波に関する認知度－ 

ＢＳアナログテレビ放送停波についての認知度 

ＢＳアナログテレビ放送停波の時期についての認知度 

ＢＳ放送の視聴可否 （全員） 

（「ＢＳアナログ放送のみ
視聴できる」との回答者） 
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BS放送を視聴できる世帯（６８．４％）のうち、９２．４％がBSデジタル放送に対応済である。 

（「ＢＳ放送を視聴できる」との回答者） 

68.4% 

92.4% 

7.6% 

BSデジタル放送に対応済 

BSデジタル放送に未対応 



35.5% 

21.1% 

15.9% 

24.8% 

2.6% 
将来、経済的にＢＳデジタル放送に対

応する余裕があるか不明 
ＢＳデジタル放送を見るために何をし

たらよいかわからない 
従来の「ＢＳアナログ放送」が視聴で

きなくなるまで時間的余裕がある 
その他 

無回答 

92.2% 

3.1% 

3.0% 
1.7% 

地上放送が見られれば十分 

インターネットがあれば十分 

これを機会にテレビは見ない 

無回答 

12.3% 

82.8% 

4.9% 

３月までに購入する 

特に目途はないが、BSアナロ

グ放送終了までには購入する 

無回答 

34.2% 

31.2% 

19.8% 

14.9% 
対応予定がある世帯 

対応予定がわからない世帯 

対応予定がない世帯 

無回答 

７－２ その他 －今後のＢＳのデジタル化予定－ 

対応予定の時期の目安 
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BSアナログ放送のみ視聴できる世帯（５．２％）のうち、３４．２％がBSデジタル放送への対応予定があると回答

した。一方、BSデジタル放送への対応予定がない理由としては、地上放送が見られれば十分との回答が 

９２．２％であった。 

対応予定がわからない理由 対応予定がない理由 

ＢＳアナログ放送停波までの対応予定 

（「ＢＳアナログ放送のみ視聴できる」との回答者） 

（「対応予定あり」との回答者） 

（「対応予定なし」との回答者） 

（「対応予定がわからない」との回答者） 


